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図 1-1 構造形式別の新築工事面積の推移 
(出所：国土交通省 1)と日本鉄鋼連盟 2）の資料に基づいて筆者作成) 
 





























げる(図 1-2)。また、研究全体の範囲を提示すれば図 1-3 の通りである。 
 
 
図 1-2 鉄骨生産主体の役割分担関係図 
(出所：資料 7)に基づいて筆者作成) 






図 1-3 本論文の研究範囲  









































































設計変更の影響を分析した研究では、Leonard が本格的に始め 11）、Ibbs12)～16)と Hanna17)～20)
が多様な検討を行った。特に、二人の研究者の基礎資料になったのは、1990 年代初半にアメリ
カの CII（Construction Industry Institute）が設置したプロジェクトの変更管理研究チーム













設計変更の対応に関する研究では、Ibbs は CII が開発した CMS（Change Management System）
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ファを計算し、スケジューリングの信頼性と安定性を評価するモデルを開発した 22)。この結果を
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1.6 本論文の構成 
 本論文は大きく 7 章で構成されている。以下に各章の概要を述べ、本論文の構成を図 1-5 に示
す。 
 
第 1 章：序論 
 本研究の背景と目的、既往研究などについて述べる。 
 




























第 6 章：設計変更に対する合理的な意思決定を支援する情報管理   
第 2 章から第 5 章までの検討結果を踏まえて、第 6 章では鉄骨工事における設計変更対応業務
の合理化に関する具体的な課題を鉄骨工場と施工現場に分けて考察する。 
























図 1-5 本論文の構成 












（2012 年 3 月検索） 











編：第 3章鉄骨造建築物の品質管理、2001.3  
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図 2-1 日本の「鉄骨製作工場認定制度」により登録されている鉄骨製作工場 
（出所：日本鉄骨評価センター1)：2012 年 10 月 17 日現在） 

































































なっている。   





する学界の検討を経て、政府は、「構造計算書適合性判定制度」の導入を決定し、2007 年 6 月
に全面的に実施した。その結果、建築確認の審査期間が延長されて 21 日から 35 日になり、さら






して 119 人の回答者の中で 61.3％が 2007 年の建築基準法による確認申請を指摘した 9)。以上の
二つの事件は施工者に対する信用不信と設計者に対する信用不信に起因した鉄骨生産体制の変化













図 2-3 鉄骨工事における品質確保の仕組みの変化 
（出所：調査に基づいて筆者作成）






























図 2-4 事例 Aの鉄骨生産体制と主要な業務フロー 
（出所：調査に基づいて筆者作成）
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分担して一般図と工作図の作成、鉄骨製作を行った。しかし、施工者が 7 社のゼネコンの JV
（Joint Venture）であったため、設計変更が発生した場合、その業務の調整が困難になる場合
が多い。 


































































図 2-8 事例 Eの鉄骨生産体制と主要な業務フロー 
（出所：調査に基づいて筆者作成）
事例 E は、設計施工一括方式で行われた事務所ビルのプロジェクトであり、総鉄骨使用量が約




事例 Eの鉄骨生産体制および鉄骨製作図の作成過程を整理して図 2-8 に示す。




























図 2-10 事例 Fの鉄骨生産体制と主要な業務フロー 
（出所：調査に基づいて筆者作成）
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図 2-11 事例 Gの鉄骨生産体制と主要な業務フロー 
（出所：調査に基づいて筆者作成）




行われた。事例 Gの鉄骨生産体制、並びに工作図作成と鋼材調達を整理して図 2-11 に示す。 
 
【事例 H】設計施工分離 
事例 H は、設計施工分離方式で行われたプロジェクトであり、総鉄骨使用量が約 1,100 トン程
度の中規模な建築プロジェクトである。鉄骨生産は H グレードの鉄骨ファブ 2 社が図面作成と鉄
骨製作を分担したが、これは発注者からの要求によって二つのファブが鉄骨生産に参加した特殊
な事例である。また、鋼材調達は鉄骨ファブが商社を経由してミルメーカに注文して行われた。 
事例 Hの鉄骨生産体制、並びに工作図作成と鋼材調達を整理して図 2-12 に示す。 







































表 2-1 事例調査の結果：図面作成に関する役割分担関係の分析 
区分 構造図 一般図 工作図 
大手 
ゼネコン 
事例 A ゼネコン 鉄骨ファブ 鉄骨ファブ 
事例 B ゼネコン 鉄骨ファブ 鉄骨ファブ 
事例 C 設計者 鉄骨ファブ 鉄骨ファブ 
事例 D 設計者 ゼネコン ゼネコン 
事例 E ゼネコン 鉄骨ファブ 鉄骨ファブ 
中堅 
ゼネコン 
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心とした情報交換・共有の検討 11)、全ての情報を統合する情報システムの概念 12)、WEB システム
を通じて情報を伝達する方法研究 13)などの情報伝達手法に関する研究などが行われたが、鉄骨フ
ァブを含む情報システムの開発・運営を考慮し、そのシステムの基準やモデルを提示したものは

































MRP(Material resource planning 又は Manufacturing resource planning)システムが使われて













討と各組織の業務を的確に調節することが重要な課題である。図 2-14 は M 社の鉄骨生産計画の
情報の流れを整理したものである。 
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 図 2-15 部品表面の表記と業務記録整理作業 















   
表 2-2 M 社による鉄骨製品の品質検査 








































































































































機を用いて記録する。端末機は無線 LAN を通じて“Access 注 1）”基盤のデータベースとリアルタ
イムに連動している。 
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図 2-18 情報と業務の連携概念図(システムの改善方向) 
 
図 2-18 の連携概念を完成するためには、分散された情報の統合と工場内にバーコードを導入






























































1) 日本鉄骨評価センター： <http://www.jsa-center.co.jp/> (2013 年 4 月検索)  





F-1 都市計画 建築経済・住宅問題、pp1287-1288、2010.7 




8) 国土交通省住宅局(国住街第 64 号)：「建築基準法道路関係規定運用指針」、2007.6 
9) 日経アーキテクチュア：工期のずれでコスト増に、pp39-41、2008.11 
10) 国土交通省建築研究所:「建設事業の品質管理体系に関する技術開発」報告書、建築分野





13) 大久保孝昭他：建築 CALS 実験 WEB の活用による生産情報伝達の合理化，日本建築学会技




工事管理への利用、日本建築学会、第 16 回建築生産シンポジウム、pp155～160、2000 
16) 池田雄一他：ＩＣタグを利用した溶接施工管理システムの開発と試験適用，日本建築学会，
第 22 回建築生産シンポジウム，pp165～172，2006 
17) 吉田知洋他：無線ＩＣタグを用いた躯体工事の品質管理支援システムに関する研究，日本
建築学会，第 24 回建築生産シンポジウム，pp135～130，2008 
18) 中島史郎他：鉄骨造躯体の施工に関するＩＣタグを利用した品質管理支援技術の開発，日
本建築学会，第 25 回建築生産シンポジウム，pp303～308，2009  
19) 野長瀬裕二：「CIM 時代の生産情報システム」，学文社，1994.4 
- 35 - 
 
20) 黒田充他：「生産管理」，朝倉書店，pp29～34，1996.3 
21) Jungchul Song， et.al.： Tracking the Location of Material on Construction Job 
Sites，Journal of Construction Engineering and Management，ASCE，Vol. 132，No. 9，
pp911～918，2006.9 
22) Sangyoon Chin，et.al.：RFID+4D CAD for Progress Management of Structural Steel 
Works in High-Rise Buildings，Journal of Computing in Civil Engineering，ASCE，
Vol. 22，No.2，pp74～89，2008.3  
 
 
- 36 - 
 
- 37 - 
 































図 3-1 鉄骨生産における設計変更情報の流れ 
（出所：筆者作成） 
 





















 業務指示や連絡記録(ゼネコンと鉄骨ファブの間)  
 
 
表 3-1 三つの事例に関する基本情報 




発注方式 設計施工一括 設計施工一括 設計施工分離 
設計 ゼネコン ゼネコン 設計事務所
プロジェクト期間 約 24 ヶ月 約 25 ヶ月 約 20.5 ヶ月
延床面積 135,000 m2 94,000 m2 303,000 m2
敷地面積 11,000 m2 7,000 m2 70,000 m2
高さ 97 m 68 m 35 m
ゼネコン 1 社 6 社 1 社







約 13 ヶ月 約 11 ヶ月 約 8 ヶ月
鉄骨類 柱と梁 梁 柱と梁
鉄骨生産量 (W)   約 6,700 トン 約 3,400 トン 約 7,000 トン
鉄骨製品数 (N) 約 2,000 トン 約 1,000 トン 約 1,300 トン
設計変更に
関する情報 
設計変更数 (α)  74 件 47 件 156 件
変更した鉄骨製品数 (β) 495 個 944 個 1,286 個
変更した部品数 (γ) 約 4000 個 約 14,800 個 約 7,000 個
（出所：調査により筆者作成）





























表 3-2 設計変更対応に関するコストと鋼材使用量の比較 
事例 A 事例 B 事例 C 
コスト 鋼材 コスト 鋼材 コスト 鋼材 
δ1) δc=1.00 δm=1.00 δc=6.14 δm=8.56 δc=3.90 δm=4.37 
ε2) εc=1.00 εm=1.00 εc=9.66 εm=13.47 εc=1.85 εm=2.07 
ζ3) ζc=1.00 ζm=1.00 ζc=3.22 ζm=4.49 ζc=1.50 ζm=1.68 
η4) ηc=1.00 ηm=1.00 ηc=1.66 ηm=2.31 ηc=2.23 ηm=2.50 
1) The relative ratio of AC (δc = Cost project A, B, C / Cost project A) & AM (δm = Material project A, B, C / Material project A)  
2) The relative ratio of AC (εc = Cost project A, B, C / α project A, B, C) & AM (εm = Material project A, B, C / α project A, B, C)  
3) The relative ratio of AC (ζc = Cost project A, B, C / β project A, B, C) & AM (ζm = Material project A, B, C / β project A, B, C)  
4) The relative ratio of AC (ηc = Cost project A, B, C /γ project A, B, C) & AM (ηm = Material project A, B, C /γproject A, B, C)  
（出所：資料分析に基づいて筆者作成）
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図 3-2 設計変更発生頻度分析(変換前) 
（出所：資料分析に基づいて筆者作成） 
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図 3-3 累積影響分析：設計変更発生頻度、対応費用、使用鋼材量（変換前） 
（出所：資料分析に基づいて筆者作成） 
 































図 3-4 変換モデルの比較概念 
（出所：筆者作成）
























図 3-6 鉄骨生産一節の生産リードタイム事例 
（出所：筆者作成） 
          
ただ、ai, bi, ci, di は工作図作成、鉄骨製作、品質検査、輸送の期間である。 
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計算に考慮した全生産節の生産リートタイムおよび変換割合をまとめて表 3-3 に表す。 
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表 3-3  各生産節の鉄骨生産リードタイムおよび変換割合 
        i ai bi ci di LTi ki li mi pi 
A 
1 25.0 25.0 12.5 25.0 87.5 1.09 1.61 0.99 1.00 
2 17.5 50.0 12.5 25.0 105.0 1.56 0.80 0.99 1.00 
3 32.5 25.0 12.5 25.0 95.0 0.84 1.61 0.99 1.00 
4 42.5 25.0 12.5 25.0 105.0 0.64 1.61 0.99 1.00 
5 37.5 25.0 12.5 25.0 100.0 0.73 1.61 0.99 1.00 
6 50.0 25.0 12.5 25.0 112.5 0.55 1.61 0.99 1.00 
7 42.5 50.0 12.5 28.8 133.8 0.64 0.80 0.99 0.87 
8 55.0 25.0 12.5 25.0 117.5 0.50 1.61 0.99 1.00 
9 42.5 50.0 12.5 25.0 130.0 0.64 0.80 0.99 1.00 
10 51.3 22.5 12.5 25.0 111.3 0.53 1.78 0.99 1.00 
11 32.5 50.0 12.5 25.0 120.0 0.84 0.80 0.99 1.00 
12 52.5 50.0 12.5 25.0 140.0 0.52 0.80 0.99 1.00 
13 77.5 37.5 12.5 25.0 152.5 0.35 1.07 0.99 1.00 
14 28.8 50.0 12.5 25.0 116.3 0.95 0.80 0.99 1.00 
B 
15 14.0 50.0 12.5 25.0 101.5 1.95 0.80 0.99 1.00 
16 16.5 50.0 12.5 25.0 104.0 1.66 0.80 0.99 1.00 
17 16.5 50.0 12.5 25.0 104.0 1.66 0.80 0.99 1.00 
18 16.5 50.0 12.5 25.0 104.0 1.66 0.80 0.99 1.00 
19 16.5 50.0 12.5 25.0 104.0 1.66 0.80 0.99 1.00 
C 
20 8.3 50.0 12.5 25.0 95.8 3.31 0.80 0.99 1.00 
21 8.3 25.0 12.5 25.0 70.8 3.31 1.61 0.99 1.00 
22 11.0 50.0 12.5 25.0 98.5 2.49 0.80 0.99 1.00 
23 8.3 25.0 12.5 25.0 70.8 3.31 1.61 0.99 1.00 
24 9.3 50.0 12.5 25.0 96.8 2.96 0.80 0.99 1.00 
25 10.0 50.0 12.5 25.0 97.5 2.73 0.80 0.99 1.00 
26 8.3 50.0 12.5 25.0 95.8 3.31 0.80 0.99 1.00 
27 8.3 25.0 12.5 25.0 70.8 3.31 1.61 0.99 1.00 
28 7.5 50.0 12.5 25.0 95.0 3.65 0.80 0.99 1.00 
29 26.3 50.0 12.5 25.0 113.8 1.04 0.80 0.99 1.00 
30 20.0 37.5 12.5 25.0 95.0 1.37 1.07 0.99 1.00 
31 32.5 50.0 12.5 25.0 120.0 0.84 0.80 0.99 1.00 
32 32.5 25.0 12.5 25.0 95.0 0.84 1.61 0.99 1.00 
33 20.5 17.5 7.5 25.0 70.5 1.33 2.29 1.65 1.00 
34 51.3 50.0 12.5 25.0 138.8 0.53 0.80 0.99 1.00 
平均期間(日)  27.3 40.1 12.4 25.1 104.9     
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図 3-8 設計変更発生頻度分析(変換後) 
（出所：資料分析に基づいて筆者作成） 
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Col 2 
Average duration of steel fabriction LOTs
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図 3-9 累積影響分析：設計変更発生頻度、対応費用、使用鋼材量（変換後） 
（出所：資料分析に基づいて筆者作成） 
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3.4 考察 
提案した変換モデルを三つの事例に適用し、結果を整理して図 3-8，3-9、表 3-4 に示す。分
析の結果で理解した設計変更の発生タイミングと影響に関する特徴は以下の通りである。 
 数多くの設計変更が鉄骨製作期間中に発生している(表 3-4)。 
 事例 A と B の場合、分析した設計変更の累積頻度と追加コストの曲線が一回、交差してい
る(図 3-9，3-10)。 








特に 10％～90％の区間を強調した図 3-10 を見ると、設計変更の発生頻度が高くなる時期や設計
変更の影響を理解やすくなる。事例 A と B の場合、交点、曲線、傾きについて差が存在している。
また、調査の結果、事例 A は一つのゼネコンが担当したが、事例 B は複数のゼネコン(JV：Joint 
Venture)が担当したため、事例 A より事例 B が仕様決定、図面作成と修正、設計変更対応などの
業務について複雑な管理体系を取っている。 
図 3-9 に示すような多数の影響により大きな設計変更が発生した事例 B は他の事例と比べて多
くの設計変更が発生したことが分かる。 
例えば、設計施工分離である事例 C の生産リードタイムと鉄骨生産期間は事例の中では最も短
いが、実際の設計変更の影響はそんなに大きいではない(表 3-2 の ζと η)。 
各プロジェクトにおける差異点に関するより根本的な原因を調べるために、三つの事例の作業
プロセスを分析して比較した。その結果、各事例の図面作成過程が異なることが現れた。また、





表 3-4 各業務段階での設計変更の発生比率、追加コスト、追加鋼材使用量（変換後） 
鉄骨製作段階 
事例 A 事例 B 事例 C 
DC AC AM DC AC AM DC AC AM 
図面作成(0-27day)  9.7% 6.3% 5.7% 11.9% 1.7% 1.5% 7.1% 17.2% 20.7%
鉄骨製作(27-68day)  75.0% 87.6% 89.5% 69.1% 92.1% 94.6% 63.2% 56.3% 55.7%
品質検査(69-80day)  12.5% 6.0% 4.7% 11.9% 6.0% 3.9% 15.5% 20.1% 18.8%
輸送(80-105day)  2.8% 0.1% 0.1% 7.1% 0.2% 0.0% 14.2% 6.4% 4.8%
DC: Design change,  AC: Additional cost,  AM: Additional material 
（出所：分析により筆者作成） 
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図 3-10 設計変更に関する変換曲線の分析（出所：分析に基づいて筆者作成） 
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図 4-１ 設計変更要求情報の流れと本章の研究範囲 （出所：筆者作成） 




































































要業務開始時期とリードタイムの決定方式に関する調査結果を整理して図 4-2 に示す。 
 
 
図 4-2 鉄骨生産リードタイム(一節の例)  
(出所：調査に基づいて筆者作成)














































図 4-4 調査した鉄骨ファブの DCL 事例 
 (出所：調査に基づいて筆者作成) 













図 4-5 鉄骨ファブの設計変更対応業務プロセス 
(出所：調査に基づいて筆者作成) 












上げて稼働時間(1 日 8 時間)を基準とし、各業務にかかった平均検討応答時間を分析した。具体
的には、３つのプロジェクト事例を選択し、DCL に残っている各検討者のサインおよび検討開始
と完了時間(図 4-4 のⓓ)を基に、各検討業務にかかる平均検討応答時間を計算し、表 4-1 に整理
して示す。 
 
表 4-1 設計変更対応に関わる各業務の平均検討応答時間 
区分 平均業務時間 備考 
図面 29 分 図 4-5 の(A)-ⓒ 
切断計画 28 分 図 4-5 の(A)-ⓒ 
見積１ 8 分 図 4-5 の(A)-ⓒ 
品質管理 3 時間 55 分 図 4-5 の(A)-ⓒ 
製造管理 11 時間 13 分 図 4-5 の(A)-ⓒ+ⓓ 




































議体の運営とその情報の伝達過程を整理したものが図 4-6 である。 
4.3.3 設計変更対応業務の相違点と改善効果の分析 
鉄骨ファブの設計変更対応業務の改善内容を明確にするため、図 4-5 の(A)、(B)に示したサブ
マネージャー会議体導入前後の設計変更対応業務プロセスを比較し、表 4-2 に示す。 
図 4-5 と表 4-2 によると、ⓒ業務の改善により、ⓓとⓖの業務が変更され、ⓗ、ⓘ、ⓙ業務が
追加された。 
 
図 4-6 鉄骨ファブの設計変更に関する会議体と変更情報の伝達体系(改善後) 
(出所：調査に基づいて筆者作成) 
 






















表 4-2 業務内容の相違点の比較 

















ⓖ プロジェクト統括：文書検討 プロジェクト統括：文書確認 
ⓗ なし 図面課：検討した図面と内容添付 






























カウントしたのが表 4-3 である。表 4-3 ではその頻度を、全体を 100 として①～⑥の区分ごとの
頻度を百分率で表している。部品単位でみた場合、事例 A・B では 95％以上が品質検査前（表 4-
3 の区分①～③）に変更内容を処理したことが分かる。しかし、事例 C の場合、A・B より短期間














が読み取って変更対象の部品リスト(bill of material)を作成し、DCL の添付資料とする。他部
署は、それに基づいて設計変更に対する対応業務を具体化する。例えば、切断計画の担当者は、
その部品リストと図面を用いて新たな切断計画を作り、見積の担当者は変更対応にかかる材料量





を表 4-4 に示す。 
 
 
事例/区分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
A 
鉄骨 19.2％ 14.4％ 56.5％ 7.5％ 0.2％ 2.1％
部品 30.4％ 8.5％ 55.6％ 4.3％ 0.01％ 1.1％
B 
鉄骨 28.7％ 21.0％ 32.8％ 12.8％ 0.4％ 4.2％
部品 23.4％ 27.7％ 44.6％ 3.3％ 0.3％ 0.7％
C 
鉄骨 7.9％ 16.3％ 42.5％ 29.8％ 0.6％ 2.2％
部品 7.7％ 18.0％ 36.7％ 35.4％ 0.3％ 1.5％
 表 4-4 設計変更への対応方法に関する意思決定内容(事例) 
区分 追加 変更 移動 取消し 切り取り 
事例 A 73.1% 18.3% 6.0% 2.6% 0.1% 
事例 B 76.3% 3.5% 1.5% 15.8% 2.8% 
事例 C 70.9% 13.9% 8.3% 5.8% 1.2% 
(出所：調査に基づいて筆者作成)
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また、設置した部品を切り取る作業は、事例 B の場合全設計変更部品数の 2.8％を占めているが、
他のプロジェクトでは少なかった。切り取り作業が多く発生すると製作費が高くなり、鉄骨ファ


















































表 4-5 鉄骨ファブの各会議体の位置付けと参加者の範囲 
 










       鉄骨生産に大きな影響を与え
る設計変更を検討する緊急に
マネージャー会議 






       毎週 1 回全部署の主要業務担
当者を集めて生産日程を調整
する会議 
       会社の運営に関する全般的な
事項を検討する会議 
       生産・設計変更を含めて各部
署の業務をチェックする会議 
       他部署との業務協力と調整を
要する生産関連問題を検討す
る会議 














約 20 社に至って、中国・タイ・韓国などに所在している。 
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図 5-1 研究の全体像  
 










1 社(以下、M 社と呼ぶ)とゼネコン（以下、K 社と呼ぶ）の社内の資料を用いる。具体的な調査
対象プロジェクトの概要を整理して表 5-1 に示す。 
 
表 5-1 調査したプロジェクトの概要と特徴 
プロジェクト 事例 D 事例 E 
建物の用途 事務所・商業施設 事務所 
建築面積 約 8,000 ㎡ 約 3,000 ㎡ 
延床面積 約 170,000 ㎡ 約 60,000 ㎡ 
階数 地上 20 階 地上 22 階 
軒高 約 95.0ｍ 約 102.0ｍ 
工事期間（着工～竣工）  24 ヶ月 20 ヶ月 
鉄骨製作期間 10 ヶ月 13 ヶ月 
鉄骨工事期間 
地下工事 １ヶ月 2 ヶ月 
地上工事 6 ヶ月 9 ヶ月 
組織構成 
鉄骨ファブ(躯体) １次 3 社、2次 5社 3 社 
設計図作成 設計事務所設計 GC 自社設計 
製作図作成 GC(現場) 鉄骨ファブ 
鉄骨類 柱、大梁 柱、大梁 
全体鉄骨工事量(トン) 約 26,000 約 11,000 
社製作分鉄骨量(トン) 約 12,000 約 6,000 
設計変更 
(M 社) 
変更要求件数(件) 91 15 






米国の CII(Construction Industry Institute) 注 1)では、研究機関として大学と企業が協力して
研究会を設立し、設計変更がプロジェクトに与える影響(1988-1992)、設計変更管理(1992-1994)、
設計変更の累積影響(1998-2000)などの研究を行い、最近では、プロジェクトの様々な変更要因
を考慮して変更の影響を定量化する研究(2011-2013)を行っている 4)。このような CII の研究成
果は、報告書や研究メンバーの論文を通じて発表されており、Ibbs が、プロジェクト規模によ
る設計変更の影響の定量的な評価 5)、設計変更対応システム 6)、発注方式の差異による設計変更
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の影響の定量的分析 7)、さらに設計変更による労働生産性への影響 8) 9)を扱い、また、Hanna は、



















例では、工事規模や期間により鉄骨生産組織体制が異なる(図 5-2)。特に事例 D では、一次鉄骨
ファブ３社が鉄骨生産を分担しているが、その中の一社は鉄骨製作を除いた業務を行い、実質的
な鉄骨製作は二次鉄骨ファブが担当する。また、それ以外の鉄骨ファブは自らが鉄骨製作を行っ


























図 5-2 各事例における鉄骨生産組織体制 
(出所：調査資料とヒアリングに基づいて筆者作成)
 













検討・承認している。図 5-3 は事例 Dと Eの図面作成過程を比較して示すものである。 
二つの事例では、ほぼ同様の鉄骨製作図面を異なるプロセスを通じて作成した。しかし、設計
変更の発生件数事例 D が事例 E より 6 倍となっている。また、鉄骨図面と他の工事との取合い検






図 5-3 各事例における鉄骨製作図面作成プロセス 
(出所：事例 D，Eの担当者とのヒアリングに基づいて筆者作成)





























事例 D は業務管理を考慮して工事計画と設計に、事例 E は物を考慮して構造体と付帯施設に反
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表 5-2 鉄骨生産組織の意思決定【2段階】 
     担当者 
考慮事項 
PP FD PD CP ET QA FC 
プロジェクトスケジュール 〇△ 〇△ 〇△ 〇△ 〇△ 〇△ 〇△ 
図面  △  △ 〇△ △  
材料  〇△  〇△ 〇△   
生産計画 〇△ 〇△ 〇△ 〇△ 〇△ 〇△  
コスト  〇△  〇△ 〇△ 〇  
品質  〇△ 〇△ 〇  〇△  
※ 〇：アンケート、△：観察・ヒアリング  











































(事例 D のファブ２)から取り上げた 91 件の変更件数と対応費用に関するデータを基に分析を行













D u ration( day)












図 5-8 事例 Dの設計変更発生タイミングと費用の分析  
(出所：筆者作成)




費用構成要素を整理して示したものが図 5-9 である。 





















































































図 5-11 シナリオ１とシナリオ２の対象鉄骨大梁  
 (出所：事例に基づいて筆者作成) 



































図 5-12 シナリオ 1に対する変更対応費用の計算例 
(出所：筆者作成)  

























図 5-14 設計変更対応費用における変更タイミングと鉄骨製作工程との関係（設計変更による鉄骨製作費用の発生構造） 
 (出所：筆者作成)    
















図 5-15 対応費用シミュレーションの結果  
(出所：筆者作成)            
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注 
注 1)CII(Construction Industry Institute)とは、アメリカの Texas 大学にある研究所であり、
建設産業の様々な問題について企業や大学の研究者が集まり、研究が行われている。 
注 2)VE(Value Engineering)とは、いわゆる価値工学であり、プロジェクトの価値を高めるため
の検討や改善業務のことである。一般に、設計段階の VE と施工段階の VE に分けられるが、
本章での VE は「生産設計を行うことで図面の不具合や品質に関わる問題を検討して建物の
全体的な品質を高める」という古阪による定義を用いる。 
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その研究では、バーコード、RFID タグの情報技術に基づいて行われている(Chen2), 2002; Chae3), 
2005; Song4), 2006; Ikeda5), 2006; Wang6), 2007; Ergen7), 2007; Yosida8), 2008; Kim9), 
2012b; Costin10), 2012)。また、プロジェクトの推進状況を正確に測定するために、
BIM(Building information model)や VR(virtual reality)などを活用して可視化する研究があ
る(Zhang11), 2008; Rebolj12), 2008; Son13), 2010; El-Omari, 200814); 201115); Azimi16), 2011; 
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案検討を図るために会議体を導入している。図 6-2 は、M 社の意思決定の過程に関する全体像の























表 6-1 設計変更の意思決定に参照する情報(M 社事例) 



























h, i, j DCL + 変更図面 + データシート 文書 無し 






m, n, o 
DCL + 変更図面 + データシート 
費用計算シート追加   
文書 無し 
p 
DCL + 変更図面 + データシート
+ 費用計算シート 
文書 無し 
q, r 要約シート追加   PDF 無し 
（出所：調査に基づいて筆者作成） 




図 6-2 設計変更に対する鉄骨ファブの意思決定の過程と生産情報のモニタリング 
（出所：調査に基づいて筆者作成）






































そこで、溶接作業に対する他のモニタリング方法が必要である。PDA (Personal digital 
assistant)又は Tablet PC の活用は、生産過程をモニタリングする対案として検討される。各作
業グループ長は、BOM(Bill of Material)データテーブルにチェックして終了情報を入力するこ

















(a) Built up welding 
 
(b) Submerged arc welding 
 
 
(c) Electroslag welding 
 
 
(d) Paper test specimen 
(after welding) 
 
図 6-4  製造ラインの溶接作業(ボックス柱) 
(出所：M社提供)


































Initial production information 
Barcode based monitoring system)





FD, PM, PP, CE, CP, QA
 
図 6-6  変更に対する意思決定支援モデル  
（出所：筆者作成）
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図 6-7 WEB 基盤の情報管理システム 
(出所：M社提供資料)





図 6-9 鉄骨ファブの情報一貫管理体系  
（出所：調査に基づいて筆者作成）
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図 6-11 鉄骨工事における図面作成スケジュールの事例 
（出所：大手ゼネコンＫ社の提供資料） 




























図 6-12 鉄骨工事の関係者に対する図面作成と検討業務の早期化に関する検討 
（出所：筆者作成） 
 











6.8  小結 
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②会議体の編成・役割分担の明確化。   
また、鉄骨工事に関わる各生産主体の業務と情報の流れを明確化し、合理的な設計変更対応体
制を構築する視点では、発注者、設計者、ゼネコン、そして鉄骨ファブとの設計変更対応業務を


















工一括(事例 E)の方が設計変更分離(事例 D)より設計変更発生件数が少ない。 
 
第 6 章では、第 2 章から第 5 章までの分析結果を踏まえて設計変更対応業務に関する改善対策
を考察した。 
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第四に、一般的な鉄骨生産業務では現場と鉄骨ファブが強く連携した管理の仕組みを形成して
いるが、変更対応業務は鉄骨生産主体ごとに分立して変更対応業務を遂行し、相互依存性が高い
体制になっている。このような設計変更対応業務の相互依存性を、事例に基づいて主な生産主体
であるゼネコン・監理者・鉄骨ファブの役割分担と設計変更対応に関する業務協力関係を詳細に
明らかにした。また、現場からの変更要求に対する対応費用のパターンを明らかにするために、
対応費用シミュレーションを行い、対応費用の変動の時期・タイミングを明確にした。具体的に
は、ウェブやフランジは製作開始後から、鉄骨本体に取付けるブラケットや小部品は総組立後か
ら変更対応費用が上昇することを明らかにした。 
 
第五に、現場と鉄骨工場に分けて設計変更対応業務の改善方策を検討した。鉄骨工場では、実
質的な対応方法として鉄骨ファブの意思決定を支援する生産管理システムの開発のために、①意
思決定に必要な情報、②生産状況のモニタリング時期、③既に開発されたシステムの統合などを
検討し、設計変更対応業務の一貫管理が可能な業務体制の構築に関する概念設計を行った。一方
で、溶接などの作業にバーコードや RFID などの認識技術を使う際には熱管理に注意を要し、ま
た、現場の設計変更対応業務は基本的に図面の作成・検討過程を改善し、変更発生が少ない図面
作成体制を構築することが最も望ましことを明らかにした。また、着工以降に発生する設計変更
の主な原因は、①取合い検討の不足、②関連工事からの使用決定の遅れ、③生産計画の変更など
であり、これらの問題に対する改善課題としては、①図面作成過程の明確化とともに検討業務を
支援する情報技術の活用、②全体プロジェクトの日程を考慮して綿密に生産計画を作成する方法、
③鉄骨工事の関係者が早期にプロジェクトに参加し仕様検討・決定に関与するプロジェクトの推
進方式の検討が必要であることを明らかにした。 
 
以上の研究結果から見ると、本研究の所期の目的である「設計変更対応業務の実態の把握と、
何時までに的確な変更指示を発信すれば鉄骨生産主体に掛かる負担を軽減でき、円滑な鉄骨生産
業務になるかを明確にすること」について、一定程度問題が解けたと考えられる。今後、さらに
本論文で明らかになった課題を考慮して検討すればより正確な設計変更対応が可能な鉄骨工事に
おける設計変更対応体制が構築できると考えられる。 
 
 
